
Ⅰ　新市建設計画の変更理由 

 

１　計画の変更の背景 

平成２３年３月１１日の東日本大震災発生に伴い、同年８月に、被災した合

併市町村（以下「特定被災区域」という。）に関し、旧合併特例法第１１条の２

第１項の規定により起債する地方債（以下「合併特例債」という。）の発行期限

を５年間延長する措置が施行された。 

また、平成２４年６月には、特定被災区域以外の合併市町村においても、合

併特例債の発行期限を５年間延長する法改正が行われ、結果として当匝瑳市に

おいては、合併特例債の発行期限が１０年間延長されることとなり、平成３７

年度までその発行が可能となった。 

さらに、平成３０年４月２５日に施行された東日本大震災に伴う合併市町村

に係る地方債の特例に関する法律の一部を改正する法律において、合併特例債

の発行期限が５年間延長され、特定被災地方公共団体である場合には合併後２

５年度まで合併特例債を発行することが可能となった。 

 

２　計画変更の目的 

上記合併特例債の発行期限延長に係る措置に伴い、新市建設計画の期間を令

和１２年度まで延長するとともに、延長措置後の合併特例債の有効利用を図る

ための整理を行うものとする。 

 

３　計画の主な変更内容 

（１）　計画期間を５年間延長し、令和１２年度までとする。 

（２）　合併特例債の発行期限延長に伴い、将来的に発生する行政需要に効率

的に合併特例債を活用することを目的に、主要事業等について所要の整

理を行う。 

（３）　計画期間の延長に伴う、財政推計に係る所要の見直しを行い、令和１

２年度までの推計を新たに追加する。 

 


